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日 時：令和２年(2020 年)２月２１日（金）１３：３０～１４：１５ 

場 所：北海道庁４階 北海道選挙管理委員会事務局会議室 

出席者：北海道市長会事務局 野宮参事 

    北海道町村会事務局政務部 熊谷部長 

    道総務部危機対策局危機対策課危機調整グループ 富永主幹 

    道総合政策部情報統計局情報政策課ＩｏＴ推進グループ 渡邊主査 

    道総合政策部地域振興局地域政策課地域政策グループ 工藤主幹 

    道総合政策部地域振興局市町村課企画・連携グループ 船木主幹 

    道総合政策部地域振興局市町村課行政グループ 幾島主幹 

事務局：道総合政策部地域振興局市町村課行政グループ 安宅主査、菊地主査、柴田主事 

 

【会議次第】 

 １．開会 

 ２．議題 

  （１）道内市町村の業務継続計画策定状況等について 

  （２）道内市町村の業務継続計画策定に向けた支援策について 

（３）その他 

 ３．閉会 

 

【会議概要】 

 ◎議題（１）「道内市町村の業務継続計画策定状況等について」 

  危機対策課から説明。令和元年６月１日を基準日とする「地方公共団体における業務継続計 

 画策定状況の調査結果」が同年 12 月に公表されたところ。北海道内市町村は、業務継続計画の 
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策定率が 100%に達しており、重要６要素の規程を全て定めている団体は 26 団体と２団体増加。 

一方、各市町村において内容を精査した結果等により、道内の策定済み団体数が減った項目もあ

った。 

 また、今年度、台風第１９号により被災した宮城県丸森町に対し、道及び道内市町村から延べ

1,501 人の職員派遣を行い、避難所運営や罹災証明の発行及び現地調査業務等の支援を行ったこ

とについて危機対策課から報告があった。 

  

 ◎議題（２）「道内市町村の業務継続計画策定に向けた支援策について」 

事務局から説明。東日本大震災を契機として、道では非常時優先業務の整理に係るひな形の提

示や、業務継続計画に関するセミナーの実施など、市町村に対し様々な支援を行ってきたところ。

また、危機対策課からは、今年度 42 市町村を訪問して防災に係る意見交換や助言を行ったこと

について報告があった。 

来年度の取組として、市町村課では重要６要素の一部が未策定の団体をモデル団体として重点

支援し、そのノウハウを他団体に共有すること等により策定を支援することを検討している。 

 

 ◎議題（３）「その他（推進会議の見直し期限について）」 

  事務局から説明。本推進会議は設置要綱で２年を経過する毎に常設の必要性や開催方法の見直

し等について検討することと規定している。 

  重要６要素の未策定団体が未だ一定数あり、引き続き市町村に対する継続的な支援が必要と考

えられることから、引き続き本推進会議を継続設置することとした。 


